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１　

は
じ
め
に

令
和
６
（
２
０
２
４
）
年
４
月
、
ト
ラ
ッ
ク
ド
ラ

イ
バ
ー
に
「
働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
関
係

法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
」（
平
成
30
年
法
律
第

71
号
）
が
適
用
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
時
間

外
労
働
の
上
限
が
年
間
９
６
０
時
間
と
な
る
な
ど
一

部
の
ト
ラ
ッ
ク
ド
ラ
イ
バ
ー
の
労
働
時
間
が
短
く
な

る
こ
と
で
、
輸
送
力
が
令
和
12
（
２
０
３
０
）
年
度

に
は
34
％
不
足
し
、
物
流
が
停
滞
す
る
恐
れ
の
あ
る

「
２
０
２
４
年
問
題
」
に
直
面
し
て
い
ま
す
。

山
梨
県
で
は
、
物
流
が
県
民
生
活
や
経
済
活
動
を

支
え
る
重
要
な
基
盤
で
あ
る
こ
と
を
鑑
み
、
将
来
に

わ
た
っ
て
物
流
機
能
が
十
分
に
発
揮
で
き
る
よ
う
、

物
流
関
連
事
業
者
や
荷
主
企
業
の
み
な
ら
ず
、
消
費

者
と
し
て
県
民
に
も
そ
の
重
要
性
に
対
す
る
理
解
を

深
め
て
い
た
だ
き
、
地
域
全
体
で
物
流
基
盤
の
強
化

に
取
り
組
む
た
め
、「
山
梨
県
物
流
基
盤
の
強
化
に

関
す
る
条
例
」
を
令
和
６
（
２
０
２
４
）
年
７
月
22

日
に
制
定
し
、
同
日
施
行
し
ま
し
た
。

２　

条
例
制
定
に
至
っ
た
背
景
と
経
緯

物
流
と
は
「
物
資
を
供
給
者
か
ら
需
要
者
へ
、
時

間
的
及
び
空
間
的
に
移
動
す
る
過
程
の
活
動
。
一
般

的
に
は
、
包
装
、
輸
送
、
保
管
、
荷
役
、
流
通
加
工

及
び
そ
れ
ら
に
関
連
す
る
情
報
の
諸
機
能
を
総
合
的

に
管
理
す
る
活
動
」
と
定
義
さ
れ
、
そ
の
主
な
担
い
手

と
し
て
道
路
貨
物
運
送
業
及
び
倉
庫
業
が
あ
り
ま
す
。

先進・ユニーク条例【解説】

　山梨県は、「山梨県物流基盤の強化に関す
る条例」を制定した（令和６年条例第42号
として、令和６年７月22日公布・施行）。
　物流が県民生活や経済活動を支える重要な
基盤であることを鑑み、将来にわたって物流
機能が発揮できるよう、物流関連事業者や荷
主企業のみならず、消費者として県民もその
重要性に対する理解を深め、地域全体で物流
基盤の強化に取り組むのがねらい。

我
が
国
の
貨
物
輸
送
に
お
い
て
は
、
そ
の
９
割
以

上
を
ト
ラ
ッ
ク
輸
配
送
が
占
め
て
い
る
も
の
の
、
ト

ラ
ッ
ク
ド
ラ
イ
バ
ー
の
人
手
不
足
や
厳
し
い
労
働
環

境
が
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
国
土
交
通
省
の
資
料

に
よ
る
と
、
全
職
業
平
均
と
比
べ
、
ト
ラ
ッ
ク
ド
ラ

イ
バ
ー
は
労
働
時
間
が
長
い
わ
り
に
年
間
賃
金
が
低

く
、
有
効
求
人
倍
率
は
２
倍
と
な
っ
て
い
ま
す
。

長
時
間
労
働
の
背
景
に
は
、
荷
待
ち
や
荷
役
等
に

よ
る
拘
束
時
間
な
ど
、
こ
れ
ま
で
の
商
慣
習
に
根
付

い
た
習
慣
や
、
Ｅ
Ｃ
市
場
の
拡
大
に
関
連
す
る
宅
配

便
の
再
配
達
な
ど
、
県
民
の
消
費
生
活
に
も
深
く
関

わ
る
業
務
が
あ
り
、
ま
た
、
年
間
賃
金
の
低
さ
の
背
景

に
は
物
価
や
労
務
賃
の
上
昇
に
対
応
し
た
荷
主
に
よ

る
運
賃
改
定
の
効
果
が
実
運
送
事
業
者
に
及
び
に
く

山梨県

山
梨
県
物
流
基
盤
の
強
化
に
関
す
る
条
例

山
梨
県
産
業
政
策
部
産
業
政
策
課
課
長
補
佐
　
森
屋　

直
樹
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（
１
）
第
１
条

ま
ず
、
第
１
条
で
は
条
例
制
定
の
「
目
的
」
を
記

載
し
て
い
ま
す
。

物
流
は
、
県
民
生
活
や
地
域
経
済
を
支
え
る
重
要

な
社
会
基
盤
で
あ
り
、
そ
の
強
化
は
県
民
生
活
、
企

業
活
動
の
安
定
に
つ
な
が
る
こ
と
か
ら
、
本
条
例
で

は
、
物
流
基
盤
の
強
化
の
推
進
に
当
た
っ
て
、
県
及

び
事
業
者
の
責
務
等
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、

施
策
の
基
本
と
な
る
事
項
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、

県
民
生
活
の
安
定
向
上
及
び
地
域
経
済
の
健
全
な
発

展
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

な
お
、
本
条
例
は
物
流
関
連
事
業
者
の
振
興
だ
け

の
た
め
に
制
定
し
た
も
の
で
は
な
く
、
物
流
事
業
者

と
直
接
取
引
の
な
い
企
業
や
県
民
一
般
を
含
め
、
地

域
を
挙
げ
て
物
流
と
い
う
社
会
基
盤
を
強
化
し
て
い

く
も
の
で
あ
る
と
い
う
点
を
強
調
さ
せ
て
い
た
だ
き

ま
す
。

（
２
）
第
２
条

次
に
、
第
２
条
で
は
「
基
本
理
念
」
を
記
載
し
て

い
ま
す
。

物
流
が
県
民
生
活
や
地
域
経
済
の
安
定
向
上
、
健

全
な
発
展
に
不
可
欠
で
あ
る
こ
と
を
鑑
み
、
物
流
基

盤
の
強
化
に
当
た
っ
て
は
、
物
流
機
能
が
持
続
的
に

維
持
、
発
展
し
て
い
く
よ
う
な
基
本
的
な
認
識
の
下

に
実
施
さ
れ
る
こ
と
を
規
定
し
て
い
ま
す
。

物
流
の
重
要
性
や
そ
の
構
造
的
な
課
題
は「
２
０
２
４

い
多
重
下
請
構
造
な
ど
が
あ
る
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

物
流
の
停
滞
に
よ
る
県
民
生
活
や
地
域
経
済
へ
の

大
き
な
影
響
が
懸
念
さ
れ
る
中
、
国
に
よ
る
物
流
革

新
の
取
組
と
歩
調
を
合
わ
せ
、
山
梨
県
と
し
て
で
き

る
こ
と
は
し
っ
か
り
と
取
り
組
む
と
の
方
針
の
下
、

令
和
６（
２
０
２
４
）年
３
月
に
有
識
者
、商
工
団
体
、

消
費
者
団
体
、
県
ト
ラ
ッ
ク
協
会
、
荷
主
企
業
、
及

び
国
や
市
町
村
の
代
表
者
な
ど
で
構
成
さ
れ
る
「
物

流
の
２
０
２
４
年
問
題
検
討
委
員
会
」
を
立
ち
上
げ

ま
し
た
。

検
討
委
員
会
で
は
、
物
流
の
停
滞
は
、
山
梨
県
の

主
要
産
業
で
あ
る
果
樹
な
ど
の
農
産
物
流
通
に
特
に

影
響
が
大
き
い
こ
と
や
、
人
口
減
少
が
加
速
す
る
地

方
の
消
費
生
活
に
お
い
て
は
宅
配
便
の
重
要
性
が
今

後
も
高
ま
っ
て
い
く
こ
と
な
ど
の
意
見
と
と
も
に
、

今
後
、
行
政
や
物
流
事
業
者
だ
け
で
な
く
、
消
費
者

で
あ
る
県
民
も
含
め
て
、
県
を
挙
げ
て
物
流
機
能
の

維
持
発
展
に
取
り
組
む
た
め
の
拠
り
所
と
な
る
条
例

制
定
を
求
め
る
意
見
が
出
さ
れ
、
令
和
６
（
２
０
２
４
）

年
７
月
の
条
例
制
定
と
な
り
ま
し
た
。

３　

条
例
の
概
要

「
山
梨
県
物
流
基
盤
の
強
化
に
関
す
る
条
例
」
は

全
10
条
の
条
文
及
び
附
則
か
ら
な
り
ま
す
が
、
紙
面

の
都
合
も
あ
り
ま
す
の
で
、
本
条
例
の
主
な
ポ
イ
ン

ト
を
説
明
し
ま
す
。

年
問
題
」
で
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
た
感
も
あ
り
ま

す
が
、
県
民
生
活
や
地
域
経
済
を
支
え
る
社
会
基
盤

と
し
て
の
重
要
性
を
改
め
て
認
識
し
、
一
過
性
で
は

な
く
持
続
可
能
な
対
策
と
い
う
視
点
を
重
視
し
て
い

く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

（
３
）
第
３
条
〜
第
６
条

第
３
条
か
ら
第
６
条
ま
で
は
、「
県
の
責
務
」（
第

３
条
）、「
市
町
村
の
責
務
」（
第
４
条
）、「
物
流
関

連
事
業
者
等
の
責
務
」（
第
５
条
）、「
県
民
の
理
解

と
協
力
」（
第
６
条
）
に
つ
い
て
記
載
し
て
い
ま
す
。

こ
の
う
ち
「
県
の
責
務
」
に
つ
い
て
は
、
第
１
項

で
基
本
理
念
に
則
り
施
策
を
総
合
的
に
策
定
、
実
施

す
る
こ
と
、
第
２
項
で
市
町
村
の
施
策
に
対
し
て
必

要
な
協
力
を
す
る
こ
と
を
規
定
し
て
お
り
、
さ
ら
に

第
３
項
に
お
い
て
、
県
施
策
に
関
し
て
県
民
や
物
流

関
連
事
業
者
等
に
協
力
を
求
め
る
こ
と
を
規
定
し
て

い
ま
す
。

こ
こ
で
特
記
し
て
お
き
た
い
の
は
、
第
３
項
に
規

定
し
た
「
物
流
関
連
事
業
者
等
」
へ
の
協
力
要
請
で

す
。
条
文
で
は
「
物
流
関
連
事
業
者
等
」
の
定
義
と

し
て
、「
物
流
関
連
事
業
者
（
輸
送
、
保
管
そ
の
他

物
資
の
流
通
に
係
る
業
務
を
担
う
事
業
者
を
い
う
。

以
下
こ
の
項
及
び
第
７
条
第
３
号
に
お
い
て
同
じ
。）

及
び
当
該
物
流
関
連
事
業
者
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス

を
利
用
す
る
事
業
者
を
い
う
。
第
５
条
に
お
い
て
同

じ
」
と
規
定
し
て
お
り
、
い
わ
ゆ
る
荷
主
企
業
に
対

先進・ユニーク条例
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し
て
も
県
施
策
に
対
す
る
協
力
を
求
め
て
い
く
こ
と

を
明
確
に
し
て
い
る
点
で
す
。

（
４
）
第
７
条

第
７
条
で
は
、
県
が
講
ず
る
「
基
本
的
施
策
」
に

つ
い
て
記
載
し
て
い
ま
す
。

国
は
令
和
５
（
２
０
２
３
）
年
６
月
に
「
物
流
革

新
に
向
け
た
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
を
策
定
し
、「
商

慣
行
の
見
直
し
」、「
物
流
の
効
率
化
」
及
び
「
荷
主
・

消
費
者
の
行
動
変
容
」
に
関
連
す
る
施
策
を
推
進
し

て
い
る
中
、
県
で
は
県
民
生
活
、
地
域
経
済
に
よ
り

密
接
に
関
連
す
る
取
組
を
規
定
し
て
い
ま
す
。

第
１
号
で
は
、
再
配
達
の
削
減
を
図
る
た
め
の
施

策
を
記
載
し
て
い
ま
す
。

県
民
や
事
業
者
の
消
費
活
動
に
大
き
く
関
係
し
、

コ
ロ
ナ
禍
の
巣
ご
も
り
需
要
の
影
響
も
あ
り
急
速
に

拡
大
し
て
い
る
宅
配
便
事
業
に
お
い
て
大
き
な
課
題

と
な
っ
て
い
る
「
再
配
達
」
に
つ
い
て
、
県
民
、
事

業
者
に
理
解
を
い
た
だ
き
な
が
ら
削
減
を
図
っ
て
い

く
こ
と
を
規
定
し
て
い
ま
す
。

第
２
号
で
は
、「
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
者
に
よ

る
人
材
確
保
や
労
働
環
境
の
改
善
を
支
援
す
る
た
め

の
施
策
」
を
規
定
し
て
い
ま
す
。

ト
ラ
ッ
ク
ド
ラ
イ
バ
ー
の
人
手
不
足
・
高
齢
化
が

進
む
中
、
多
様
な
担
い
手
の
確
保
・
定
着
は
喫
緊
の

課
題
で
あ
る
も
の
の
、
本
県
の
物
流
事
業
者
の
ほ
と

ん
ど
を
占
め
る
中
小
・
小
規
模
事
業
者
で
は
人
材
確

保
や
定
着
に
つ
な
が
る
労
働
環
境
整
備
に
取
り
組
め

る
人
的
・
財
政
的
余
力
が
十
分
で
な
い
状
況
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
事
業
者
の
主
体
的
な
取
組
を
支
援
し
て

い
く
こ
と
を
規
定
し
て
い
ま
す
。

第
３
号
で
は
、「
県
内
物
流
関
連
事
業
者
が
提
供

す
る
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
を
促
進
す
る
た
め
の
施
策
」

を
規
定
し
て
い
ま
す
。

物
流
は
広
域
的
に
展
開
さ
れ
る
活
動
で
あ
り
、
近

年
は
自
然
災
害
へ
の
備
え
と
し
て
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
の
分
散
化
な
ど
の
動
き
も
あ
り
、
今
後
ま
す
ま
す

広
域
化
し
て
い
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。

一
方
で
、
ト
ラ
ッ
ク
ド
ラ
イ
バ
ー
の
働
き
方
改
革

や
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
な
ど
の
動
き
も
あ
り
、
こ

れ
ま
で
の
よ
う
に
単
独
の
ド
ラ
イ
バ
ー
が
広
域
化
す

る
物
流
を
担
う
こ
と
は
困
難
と
な
っ
て
い
く
こ
と
か

ら
、
複
数
の
物
流
事
業
者
が
連
携
、
協
力
し
て
物
流

網
を
担
っ
た
り
、
積
載
率
を
高
め
た
り
す
る
取
組
な

ど
、
県
内
物
流
関
連
事
業
者
の
利
用
促
進
に
向
け
た

施
策
を
進
め
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

（
５
）
第
８
条
〜
第
10
条

第
８
条
か
ら
第
10
条
は
県
施
策
の
推
進
に
関
す
る

内
容
と
し
て
、「
推
進
体
制
の
整
備
」（
第
８
条
）、「
調

査
研
究
」（
第
９
条
）、「
財
政
上
の
措
置
」（
第
10
条
）

を
記
載
し
、
附
則
と
し
て
条
例
公
布
日
を
も
っ
て
施

行
す
る
こ
と
を
規
定
し
て
い
ま
す
。

４　

条
例
に
関
連
し
た
こ
れ
ま
で
の
取

組
、
今
後
予
定
し
て
い
る
取
組

本
条
例
に
基
づ
く
具
体
的
な
施
策
を
検
討
す
る
に

当
た
り
、
本
県
の
物
流
業
界
に
関
す
る
基
礎
的
な

デ
ー
タ
と
し
て
は
、
国
の
統
計
デ
ー
タ
以
外
に
は
、

県
ト
ラ
ッ
ク
協
会
会
員
に
限
定
さ
れ
た
運
送
事
業
者

に
関
す
る
情
報
、
荷
主
企
業
に
関
し
て
は
民
間
調
査

会
社
に
よ
る
「
物
流
２
０
２
４
年
問
題
」
へ
の
意
識

調
査
し
か
な
い
こ
と
が
課
題
と
な
り
ま
し
た
。

そ
こ
で
、
本
県
物
流
の
特
徴
や
２
０
２
４
年
問
題

の
影
響
な
ど
を
把
握
す
る
た
め
、県
内
物
流
事
業
者
、

荷
主
企
業
の
合
計
６
０
０
社
に
対
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
・
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
を
令
和
６
（
２
０
２
４
）

年
末
に
か
け
て
実
施
し
ま
し
た
。

今
後
は
、
こ
の
調
査
結
果
を
踏
ま
え
つ
つ
、
効
果

的
な
施
策
を
検
討
・
実
施
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て

い
ま
す
。

５　

終
わ
り
に

人
口
減
少
の
進
展
に
よ
り
労
働
力
が
減
少
す
る
今

日
、
各
業
界
で
の
働
き
方
改
革
の
推
進
は
、
地
域
経

済
基
盤
の
強
靱
化
の
観
点
か
ら
極
め
て
重
要
で
あ

り
、
山
梨
県
と
し
て
も
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る

と
こ
ろ
で
す
。

物
流
業
界
に
お
い
て
も
、
こ
れ
ま
で
ト
ラ
ッ
ク
ド

ラ
イ
バ
ー
の
長
時
間
労
働
に
支
え
ら
れ
て
き
た
物
流
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機
能
を
持
続
可
能
な
も
の
に
し
て
い
く
た
め
の
大
き

な
変
革
期
が
訪
れ
て
い
る
と
認
識
し
て
お
り
、
多
く

の
物
流
関
連
事
業
者
が
こ
の
変
革
期
を
乗
り
越
え
て

い
け
る
よ
う
、
物
流
関
連
事
業
者
や
荷
主
企
業
だ
け

の
問
題
に
せ
ず
、
県
民
や
事
業
者
、
学
識
者
、
商
工

団
体
、
金
融
機
関
な
ど
様
々
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

と
と
も
に
地
域
に
お
け
る
物
流
基
盤
の
強
化
に
取
り

組
ん
で
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

第１条（目的）

この条例は、本県における物資の流通の基盤（以下「物流基盤」という。）の強化に関し、
基本理念を定め、及び県等の責務を明らかにするとともに、物流基盤の強化に関する
施策の基本となる事項を定めることにより、本県の県民生活の安定向上及び地域経済
の健全な発展に寄与することを目的とする。

第２条（基本理念）

物流基盤の強化は、物資の円滑な流通が本県の県民生活の安定向上及び地域経済
の健全な発展を図るために欠くことのできないものであることに鑑み、将来にわたって、
その機能が十分に発揮されることが重要であるという基本的認識の下に行われなけれ
ばならない。

第３条（県の責務）

県は、前条に定める基本理念（次条から第六条までにおいて「基本理念」という。）に
のっとり、物流基盤の強化に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
２ 県は、市町村が物流基盤の強化に関する施策を策定し、及び実施しようとするときは、

情報の提供、助言その他の必要な協力を行うものとする。
３ 県は、物流基盤の強化に関する施策を実施するに当たっては、物流関連事業者等

（物流関連事業者（輸送、保管その他の物資の流通に係る業務を担う事業者をいう。
以下この項及び第七条第三号において同じ。）及び当該物流関連事業者が提供する
サービスを利用する事業者をいう。第五条において同じ。）及び県民の理解及び協力
を得るよう努めるものとする。

第４条（市町村の責務）

市町村は、基本理念にのっとり、その市町村の区域の実情に応じた物流基盤の強化に
関する施策を推進するよう努めるものとする。

第５条（物流関連事業者等の責務）

物流関連事業者等は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たり、物流基盤の
強化に関し必要な措置を講ずるよう努めるとともに、県が実施する物流基盤の強化に関
する施策に協力するよう努めるものとする。

第６条（県民の理解と協力）

県民は、基本理念にのっとり、物流基盤の強化の重要性について理解を深めるととも
に、県が実施する物流基盤の強化に関する施策に協力するよう努めるものとする。

第７条（基本的施策）

県は、物流基盤の強化を図るため、次に掲げる施策を講ずるものとする。
一 再配達（荷受人の不在その他の事由により配達することができなかった物品を再度

 配達することをいう。）の削減を図るための施策
二 貨物自動車運送事業（貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）第二条

第一項に規定する貨物自動車運送事業をいう。以下この号において同じ。）を営む
者が実施する人材の確保及び貨物自動車運送事業に従事する者の労働環境の
改善を支援するための施策

  三 県内に営業所又は事務所を有する物流関連事業者が提供するサービスの利用を
促進するための施策

  四 前各号に掲げるもののほか、物流基盤の強化に関する必要な施策

第８条（推進体制の整備）

県は、物流基盤の強化に関する施策を推進するために必要な体制を整備するよう努め
るものとする。

第９条（調査研究）

県は、物流基盤の強化に関する施策を効果的に実施するため、物流基盤の強化に関す
る情報の収集、分析等の必要な調査研究を行うよう努めるものとする。

第10条（財政上の措置）

県は、物流基盤の強化に関する施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずるよ
う努めるものとする。

附則

この条例は、公布の日から施行する。

図表　物流基盤の強化に関する条例

先進・ユニーク条例


